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■概要
本研究センターは、各種の社会システムの最適化・効

率化を実現するため、センサー等のIoT機器から得られ

たデータを横断的・統合的に分析することによって、高

度な状況認識や行動支援を可能にする技術を研究開発す

る。具体的には、ゲリラ豪雨や環境変化等、社会生活に

密接に関連する実空間情報を適切に収集分析し、社会生

活に有効な情報として利活用することを目的としたデー

タ収集・解析技術の研究開発を行う。また、高度化され

た環境データを様々なソーシャルデータと横断的に統合

し相関分析することで、交通等の具体的社会システムへ

の影響や関連をモデルケースとして分析できるようにす

るデータマイニング技術の研究開発を行う。さらに、こ

れらの分析結果を実空間で活用する仕組として、セン

サーやデバイスへのフィードバックを行う手法、及びそ

れに有効なセンサー技術の在り方に関する研究開発を行

う。これらのNICTの研究開発成果を健康・医療・介護・

防災・減災等の分野における利用ニーズ等に結び付け、

オープンイノベーションによる社会実証実験等を実施す

る。

■主な記事
1 ．�異分野データ連携による高度な状況認識や行動支

援技術の開発

リモートセンシングデータや交通データ、SNSデータ

等分野や種類の異なるIoTデータの相関分析に基づいて、

環境問題対策における高度な状況認識や行動支援を可能

にする異分野データ連携基盤技術の研究開発を行い、ゲ

リラ豪雨や大気汚染の対策支援に応用した。ゲリラ豪雨

対策支援システムは吹田市と神戸市に設置されたフェー

ズドアレイ気象レーダーとハザードマップを連携させ、

50 mm/h以上の豪雨が予測される地域をリアルタイム

に表示する機能を開発し、神戸市で実証実験を行った。

得られた知見に基づいて更なる改良を図り、平成29年

度においても実証実験を継続する。また、マルチスケー

ルな大気汚染データ同化・予測技術においては、Stretch 

NICAM-Chemに基づくシミュレーション予測方式の基

本設計を行うとともに、福岡大学に設置されているライ

ダーを用いたエアロゾル光学特性に基づく分類アルゴリ

ズムの基本設計を行った。さらに、これらの成果をス

マートIoT推進フォーラム異分野データ連携プロジェク

トの技術報告書にまとめ公開した。

2 ．�ソーシャルビッグデータのリアルタイム蓄積・解

析基盤の開発

社会で生み出される大規模なソーシャルビッグデータ

をリアルタイムに蓄積し、解析するための大規模グラフ

データ解析技術、データから周期的パターンを発見する

マイニング技術、ソーシャルメディア影響分析技術、大

規模情報統合可視化技術を研究開発した。グラフマイニ

ング技術は現在のクラウド環境に適したスケーラブルな

分散グラフデータベースエンジンを開発し、通信コスト

を12％削減する処理方法を開発した。また、稀少なア

イテムの出現を考慮した高精度かつ高速な周期的頻出パ

ターンマイニング技術を開発した。ソーシャルメディア

の情報は、他のユーザの行動に影響を与えることに着目

し、人々の購買行為に影響を与えた投稿を分析すること

で、高精度に影響力の高い投稿情報を発見する手法を開

発した。このようなソーシャルビッグデータの分析結果

を人が的確に把握できるようにするために、実空間で

日々発生するイベントの影響や時空間的な広がりを理解

可能にする 3 次元可視化手法を開発した。さらに、ゲ

リラ豪雨時の災害や事故発生時の状況可視化を実現する

ための物理センサーデータとの連携可視化基盤を開発し

た。

3 ．IoT無線技術を活用したICT利活用システムの実証

NICTが中心となって開発したIoT無線技術であるWi-

SUN技術を活用して、“データの地産地消”をコンセプト

とした社会実証システムの研究開発を行った。具体的に

は、認知症による高齢者の徘徊情報を地域内で共有して

街ぐるみで見守り等を実現させる“ながら見守りサービ

ス”や、見通しの悪い交差点などでの子どもの“飛び出し

注意喚起サービス”、企業向けにはタクシーの“乗客発見

支援サービス”を実現させるためにサービスアプリケー

ションを開発するとともに、IoT無線ルーターの自動販

売機への搭載技術、タクシーなどの事業用IoT無線ルー

ター搭載技術の研究開発を行った。さらに、平成29年

度に企業と共同で実施する東京都墨田区における実証実

験の設計を行った。
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3.11.5　統合ビッグデータ研究センター

4 ．科学データ利活用基盤構築

本センター直下のプロジェクトとして推進したWDS

（World Data System） 関 連 事 業 に お い て は、WDS-

IPO 5 周年記念式典・記念講演会（平成28年 4 月、東

京）を開催し、国際科学会議、日本学術会議などの参加

を得て今後の活動についての議論等を行った。また、

G7科学技術大臣会合、G7科学技術高級実務者会合にお

いてオープンサイエンスの国際動向に関する講演を行

い、日本及びWDSの議論や国際動向・ポリシーのイン

プットを行った。同大臣会合下G7オープンサイエンス

専門部会に参画し、共同議長である欧州連合及び内閣府

総合科学技術・イノベーション会議らと調整して部会の

専門意見文書取りまとめを行った。その第 1 回会合（平

成28年11月、東京）では幹事役として事前の論点整理、

開催準備等を主導して会合を成功に導いた。G7での論

点はデータ生成者の国際的業績評価の推進と、データ基

盤の国際的な整備の推進であった。

ま た、WDSと 経 済 協 力 開 発 機 構（OECD）、RDA

（Research Data Alliance）など他の国際機関との連携を

進め、部会や委員会を合同主催して研究データ利活用の

標準的手続きやポリシーのあり方について調査や提言を

行った。OECD・WDSの合同調査プロジェクト「オープ

ンサイエンスのためのデータインフラの国際連携」（平

成28年 2 月設置）では国際的なデータ基盤政策検討の

ための調査、対象機関へのヒアリング等の作業を行っ

た。WDSとRDAが設置した合同部会ではデータ出版ワー

クフロー参照モデルや信頼できるデータリポジトリ認証

モデル等を検討し、国際提言として発表した。

国内では、国立情報学研究所、科学技術振興機構、産

業技術総合研究所、物質・材料研究機構、国立国会図書

館と連携して平成28年 5 月に「研究データ利活用協議

会」を発足させた。協議会の活動として国内のDOI利用

者や、研究データ共有に関心を持つ層を対象とした研究

集会を開催した。また、オープンサイエンスの推進を目

指し、データへ付与するDOI、メタデータの利用上の課

題解決や相互理解向上などの議論、情報交換を行った。

さらに、本プロジェクトではWDS国内委員会（日本

学術会議WDS小委員会）と協力してデータセットへの

DOI登録を進め、これまでNICT電離圏観測データ、リ

モートセンシングデータ等を含む17件のDOI登録を行っ

た。そのうち 1 件では国立国会図書館におけるデータ

保存を利用した登録を行った。DOI利用シーン拡大のた

めのデータ提供及び受益者層の拡大を目指した利用手法

の提案としてまとめ、国際学会にて発表した。

ビッグデータ利活用研究室との連携プロジェクトとし

て、ダイナミックデータサイテーションを主軸にした実

験を計画、RDAのデータサイテーションWG国際提言と

の す り 合 わ せ な ど を 同WG座 長（ ウ ィ ー ン 工 科 大A.

Rauber氏）らと話し合いながらNICTのデータ利活用へ

向けた取組を開始した。また「フューチャー・アース計

画」における国際データワークショップ（平成29年 1 月、

東京）に参加した。




